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データベース、余暇・スポーツ.情報サービス

1 .はじめに

情報化社会の進行は.科学技術に関わる専門家集団だけ

でなく、余暇・スポーツの研究者、指導者およびプラン

ナーをはじめ.一般のスポーツ愛釘者にまで影響を及ぼす

ようになってきた.ニューメディアの発達と共に情報化が

進み、新聞.雑誌、テレビなどのマス・メディアだけでな

〈、コンピュー夕、ファクシミリ、被写機.ワープロ等が

毎日吐き出していく情報量は膨大なものになっている.例

えi王、 1970年から 1980年までの 10年聞に、私た

ちの社会の情報総量は2.34倍‘テレビだけなら 170
倍、週刊誌で5.2倍にも培えた(新、 1986).余

暇・スポーツに関する情報も例外ではなしマス・メデ 4

アによるスポーツ番組、記事等の噌加はもとより、録近で

はキャプテン・サービスのようにビデオテックスを使った

情報サービスも現われるようになってきた.

現代はまさに『情報の洪水』という言葉が示すような状

況になってきているが、真の意味での情報化社会とは大量

の情報が存在する社会ではない.滑JIIら(1984)が指

摘したように"高度の情報処理が万人によって行なわれ得

る社会でなければならないまたデータベースの出現

は、情報伝達の歴史において扇期的であるといえる.すな

わち、伝統的な筒・報の"送り手"と"受け手"ではなく、

利用者が働きかける(検索する)ことによって、情報の

"送り手"にもなるからである.

さらに、余暇・スポーツ科学の専門研究者としては情報

提供者(Inf町田tionProyider， IP)としての役割が期待

されている.誤った健康やスポーツの方法に関する情報が

氾濫する中において、今程‘科学的研究に基づいた、わか

りやすい情報が求められている時代はないであろう.

このような情報との関わりは‘決して専門研究者だけで

なく、余暇・スポーツ行政の担当者や民間団体の指導者に

まで拡がりを見せている.巣立体育館や社会体育行政機関

においては、スポーツ情報センターを開設するところが増

えてきた.スポーツ振興は、これまでのエリア・サービ

ス、プログラム・サービスとクラプ・サービス(字士、 1 

976)だけでなく、情報サービスが中心となるような時

代に入りつつある.

余暇・スポーツ科学に関する文献データベースの重要性

については、改めて記すまでもないが、欧米における余

暇・スポーツ科学に関する動向については、第 14倒大会

で報告した(山口、池田、 1984).本研究は‘わが闘

の余暇・スポーツデータベースの内軍事とシステムを調査す

ることによって、余暇・スポーツ科学に関する文献データ

ベースの開発の基礎資料とするものである.

本研究の分析視点は、次の3点である.

1)データベースとしての内容

2)情報サービスの方法

3)データベースの畿能性と必要性
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n .研究の方法

上記の目的に期して、炊のEつの研究方訟を用いた.

1)文献資料の収集分析

2)現地調査によるヒアリング調査

ヒアリング調査は、 1984年 5 月 ~1986年7月にか

けて、データベーヌ関連企業及び公共セクタ一等に対して

実施した.

m.わが国の余暇・スポーツデータベースの現状と問題点

わが国の余暇・スポーツデータベースには、書誌情報や

妙録を収録した文舷データベースと、公共センターや営利

法人が情報サービスを行っている案内データベースの2つ

がある.ここでは、文献データベースと案内ヂータベース

の2つに分けて、モれぞれの現状と問題点を検討する.

1 .文総データベース

1) E DMA R S: (Education Docu・entationManage-
aent and Retrie，al Syste・教育研究文献検索システム-

UTOPIA) 
岐阜大学教育学部副首鼠カリキュラム開発センター (CR

DC)が開発した教育研究の文献倹索システム.日本体育

学会の協力で、体育学の文獄情報がフ 7イJレされている.

内容は、"体育の科学"を始めとする体育関係雑誌と紀

要.及び日本体育学会発表の情報が合まれている.抄録は

インプットされておらず、書誌情報である.

検索は、 5つの要素〈標題、索引語、著書発表畿閥、発

表年度〉を組み合わせることができる.現在、データは岐

県大学だけでなく、筑波大学のUTOP1 A (Uni刊 rsity 
of Tsukuba Online Processing of Infor回 tion)データ

パンクにフ 7 イルされており‘筑波大学学術情報処理セン

ターにユーザー登録すれば電話回線を通じて利用すること

ができる.また、スタンドアロン型パツコンによる検索方

法も可能である.

2) J 0 1 S 

(日本科学技術情報センターによる科学技術文献データ

ベース〉

日本科学技術情報センター (J1 C S T)が開発した本

格的な科学技術文献情報速報のデータベース版.主要50
余ヶ闘の科学技術情報を漢字ヂータベ}スで提供してお

り‘ CAB(長学文献〉やMEDLINE(医学文献)も

合まれていることから、悔外のスポーツ科学、レクリエー

ションの情報もアクセスできる.海外データベースだけで

なく、園内医学文献ファイルも収録されている.タイト

ル、抄録‘キーワードが和文で表示され、和文データベー



スとして画期的であるといえよう.現夜‘大学図書館のレ

ファレンス・サービスにおいて径録しているところが増え

ている。

3) TOOL-UP: Tokyo University Online 

Union List of Periodicals 

(東京大学学術維誌総合目録〉

学術雑誌(人文・社会科学‘自然科学)の書誌情報デー

タベース. 1982年から、東大大型計算機センターを通

じて全国の大学図書館、研究者にオンライン・サービスが

行われている.

4) TULIPS 

(筑波大学図書館蔵書検索システム〉

筑波大学図書館の蔵省(約57万冊〉のオンライン検索

システム.東京教育大学体育学部の図書もファイルしてい

るので、余暇・スポーツ科学の書誌情報としては大規綾な

データベースである.一般利用には、筑波大学学術一情報セ

ンターと附属図書館への利用申論が必要である.検索は、

日本言語はカタカナ入力欧文はアル77ベット入力で行う.

5) NEEDS-IR 

(日本経済新聞社の新聞・雑誌記事ヂータベース)

日本経済新聞社および日経マグロウヒル社の刊行物を中

心に、潟外の新聞・錐誌の翻訳版や経済・産業に関する雑

誌記事索引も収録している大容量のデータベースである.

電話回線によるオンライン検索が可能であり、レジャー産

業、スポーツ産業の動向を分割1する有力な情報源である.

上記データベースの他に、全国の大学図書館を結ぶ文献

情報センターが、 1986年4月にオープンされ‘書誌情

報のネットワークに参加しており、この全国ネットワーク

が完成すれば、レフ 7レンス・サービスの効率化とスピー

ドが期待できょう.

2 .案内データベース

1)神奈川県スポーツ情報センター

(神奈川県立体育センター内にある公共スポーツ情報サ

ービス)

1984年9月に、神奈川県立体育センター内にオープ

ンした.情報内容は、県内のb量殺‘教室、イベント、街導

者、団体等に関してであり、約2万件の情報を77イルし

ている.検索五法は‘電話と窓口訪問で、オンライン・

サービスは行っていない.一日平均約34件の利用があ

り、問い合わせ内容は施設(約37%)が最も多く、続い

て団体、行事、指導者の願である.施設に関する問い合わ

せの中では、プール、テニスコートに関するものが約51却

を占め、社会体育における水泳、テニスのニーズの高さを

反映している.公共セクターとしては先駆的な情報サービ

ス縫関であり、スポーツライブラリーや健康体力相談の

コーナーも設置されている.

2)繊浜市スポーツ情報センター

(財団法人横浜市スポーツ娠興事業団による公共又ポー

ツ情報サービス)

横浜市スポーツ情報センターは. 1985年9月に横浜

新都市ピルに開設された.前記の神奈川県立情報センター

をモデルにして設立されたもので、横浜駅東口にある横浜

民
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新郷市ピ、ル(繊浜モごう)9階fti民フロアーの A 角という

地理的に利用しやすいn位置にある.情織内容は施設、

サークル、指導者、イベント等で、約 1万4千件の情報を

コンピュータにファイルしている.検索方法は電話と窓口

訪問で、フ 7クシミりを使って、空き情報の提供と利用申

し込みの交付を行っている点がユニークといえよう.

儲綴サービス以外にも、ビデ才ライブラリー、展示、ス

ポーツ医事相談、ライプラリーを設鑑しており、 ー日当た

り平均来所数は2300人と非常に多い.またスポーツ情

報の問い合わせは、窓口 439臣、電話57%であり、地理

的好条件にある来所者の多さを反映している.問い合わせ

内容は、やはり施設に関するものが多く全体の63%‘次

いでサークル 15%となっている.情報サービスだけでな

く、利用者の多いデパートで、展示やスポーツ相談コー

ナーを充実させたことが成功の鍵といえよう.

3)大阪市スポーツ情報センター

(財団法人大阪市スポーツ振興也会による公共スポーツ

情報サービス〉

大阪市スポーツ情報センターは、 1984年に開設され

た.一日当り平均約40件の問い合わせがある.情報はコ

ンピュータにファイルされておらず、データベースとはい

えないが.施設、教室、指導者‘悶体、行事に関する情報

内容を提供できる体制lになっている.教室に関する問い合

わせが最も多く約56%、次いで施設約27%となってい

る.

4)キャプテンCharacterAnd Pattern Telephone 

Access Infor回 tionSyste・
(NTTの文字図形情報ネットワークシステム)

NTTが閥発したビデオテックスによる文字凶形情報

ネットワークで、専用端末かテレビにアダプターを銭統

し、電話l副総によりアクセスできる.情報には、無料情報

と右一料情報の2つがある.情報内容は.スポーツ、娯楽・

趣味、敏行・観光や健康情報もフ γイルされている.ス

ポーツ・ニュースもリアルタイムでインプットされてお

り、健康・余暇・スポーツ・鋭光に関するオンライン情報

サービスとしては‘わが闘で厳大規模の情報量である.

5)東京テレガイド

(営利法人東京テレガイド社による飲食・貨物等に閲す

る案内データベース)

東京テレガイド社によるショッピング、飲食サービスに

関する案内データベース.北米標準方式 (NAPLPS)

のビデオテックスを用いた文字図形情報データベースで、

部内の街頭や各所に端末畿が設置されている.検索料は無

料で、 1Pからの広告料で運営している. 1日平均の利用

者数は約7f人と推定され、 20代、 30代の利用者構成

比が高い.

6)院長健康余暇開発情報システム

(鹿屋市による健康・余暇に関するデータベース)

1985年に、鹿屋市は通産省から『ニューメディア地

区Jの指定を受け、凶際健康余暇開発情報システムのプレ

実験中である.ニューメディア指定地区の中でも、健康・

余暇情報データベースはユニークである.縞桜内容は、健

康、スポーツ、余暇・生涯教育‘地域情報に関するもの



で、 1989年の完成予定である.NAPLPS方式のビ

デオテックスを採用しており.篭話回線による才ンライン

検索が可能になる.

IV.鹿屋体育大学スポーツ科学文献情報システム (K1 S 

S)について

これまで検討してきたように、わが国において余暇・ス

ポーツに関する案内データベースや図書館の書誌情報に関

するデータベースは徐々に整備されてきている.また、欧

米ではSIRCやSIRLSのような余暇・スポーツ科学

に関する専門的なデータベースが開発されてから 10年以

上経過しており、大学図書館や研究者側人での利用が広〈

普及している.しかしながら‘わが国では機外のデータ

ベース利的に関しては強い関心を示してきたが‘余暇・ス

ポーツ科学に関して独自に開発された文献データベースは

皆無で、わずかにEDMARSに収録された体育学文獄

フ7 イルのみである.このような背景の中で、唯・の国立

体育大学である鹿屋体育大学は、わが箇の余暇・スポーツ

科学に関する情報システムの開発を期待されているといえ

よう.

国際的にみても、余暇・スポーツ科学の専門高等教育機

関は情報提供者としてだけでなく‘システム開発の中核と

して、各国において重要な役割を果たしている.カナダの

ウォータール一大学 (SIRLS).西ドイツのケルン体

育大学 (Sportdoku.entation ) .イギリスのパーミンガ

ム大学(SportDoruentatioD )‘アメリカのコロラド大

学 (TRIC)やカリ:オォルニア大学サンタパーパラ綬

(ISPEDS)を始め、オーストラリアのグラツ大学や

東ドイツのライプチッヒ国立体育大学‘中国の北京体育学

院にも情報センターがあり、スポーツ科学の発展に重要な

役割を果たし、高い評価を受けている.

データベース産業の最近の動向の 1つは、全情報型デー

タベースが出現し‘今後大きな発展が予測されることであ

る.全情報型データベースとi士、全文{フルテキスト)

データベースと経済データや科学技術データを合む定型情

報データベースの2つのタイプがある(高橋、 1985)• 
これまでの文献データベースは、書誌司自データベースが多

〈、膨大な不定型な情報を検索するツールとして脚光をお

びているが、技術的には従来の索引誌の延長上にある.こ

れを改良したのが、文献抄録を合んだSIRLS、SIR

CやJOISである.文献データベースのユーザーの立場

からは、抄録だけでな〈、さらにフルペーパーが欲し〈

なってくる.しかし、研究論文のフルペーパーを全て磁気

テープにインプットするのは大変な作業であり、図表入力

などを考えるとほとんど不可能に近い.モこで、これらの

ニーズと欠点を解決できるのが光ヂ4スクフ 7イルの導入

であろう.これは文書をスキャナで走査しイメージ情報

として蓄積するもので、光ディスクが大容量であることか

ら、文書プ 7 イルのコンパクト化に有効である.コン

ピュータの外部メモりとして扱い、その入出力をオンライ

ン化すれば、これまでにない全く新しいタイプの文献デー

タベースの検索システムを開発することができる.

このような新しい文献検索システムを導入して、わが国

独自の文献データベースの開発を目ざすのが、関 1に示し

た鹿屋体育大学スポーツ科学文献情報システム (K1 S S 

Kanoya Infor圃 tionSyste・ODSport Sciences )で
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ある.鹿屋体育大学はその地理的条件から、特に東南アジ

ア地域でのスポーツ科学情報の中心としての役割を果たす

ことが国際関係畿関から強〈期待されている.それゆえ、

データベースには.わが国のスポーツ科学文鍬だけでな

く、中園、シンガポール、縁関、タイ、マレーシア等のア

ジア諸国の文献情報をフ γ イルすることが望まれる.この

ためには、英文キーワードによる検索方訟を導入する必要望

があり、和文・英文両用のシソーラスを作成しなければな

らない.働率的な検索には、特にこのνソーラスの作成が

鍵であり、学際的なプロジェクトチームにより進めること

が必要になると考えられる.

V.結論

本研究で・丸余暇・スポーツに関する文献データベース

と案内データベースの内容とシステムを調査、検討した.

文献資料分析とヒアリング調査により 11のデータベース

の内容、検索システムと敏能性・必要性を検討した結栄、

次の4点が明らかになヲた.

まず第・に、社会体育の現場や市民生活レベルにおいて

案内情報のニーズが高〈、公共セクターや常利法人におい

てモのシステム化が進んでいる.社会体育分野で1;1:.特に

施設の主情報に対するニーズが高〈‘今後t主簸裁の予約も

可能な検察システムの確立が課題となるだろう.公共セク

ターによる情報サーピスでは、神奈川県と繊浜市が先駆的

であるが.スポーツ人口が増えつつある今日、地方公共団

体による情報サービス機関の聾舗は社会体育行政として必

要不可欠となって〈ることが予測される.

第二に、これら公共セクターの情報サ}ピス樋llUにと守

て、今後の課題は中央情報センターと市町村あるいは地区

拠点とのネットワーク化であろう.中央情報センターは‘

関連縁関、部局でバラバラに行われている情報サービスを

一元化する役割を担うているが、地区の体育館や行政機倒

をネットワークすることによって、組織の合理化と施設利

問の効率化が促進されるだろう.情報のネットワーク化が

進むζ とにより、これまで局住地区を中心としてきたコ

ミュニティ・スポーツが、情報ネットワークを議費量とした

新しい形態へと広がりを見せることも予想される.さら

に、中央→地方というこれまでの情報の捻れが、地方→金

属へという情報伝達の逆転現象が起こり‘地域の交流が一

段と進むという状況が出てくると思われる.

第三点i主、これからの文献データベースの情報検索シス

テムl主、利Jfj者が容易にかつ柔軟に検索を行えるシステム

の槻発が望まれる.スポーツ科学情報を必要とするユー

ザーは、研究者だけでなく、スポーツ縄目団体や専任コー

チや市民スポーツレベルの社会体育指導者.さらにはいわ

ゆる健康スポーツ産業関係者にまで拡がってきている.民

間スポーツクラプの成功の A つの鍵は、科学的知識を持っ

たインストラクターの資質の向上であり‘新しいスポーツ

科学と現場のギャップ告と埋めるためには、研究者とコ)

チ・指導者が共通の用請を使い、コニュニケーションを深

めることが大切である(11.1口・深代、 1 985) .それゆ

え倹索システムは、これまでの科学文献データベースのよ

うに、英文による被維なトレーニングを要するものではな

しユーザーが縞末織の凶耐に表示される和文のガイダン

スメッセージを確認しながら、対話形式で操作できるもの

が望ましいといえよう.情報の価値は、ユーザーが自ら選



択・操作し、検索したものを利用できるという双方向性に

ある時、はじめて生きてくるからである.

最後に全情報翠データペ}スの必要性と重要性が強いこ

とと、効率的なデータベースの繊築の鍵は、適切なシソー

ラスの作成のE点である.一般的にデータベースを利用す

ることは、研究の大幅なスピード化を進め、研究成果の質

的向上も期待できる.しかし、データベース構築作業は膨

大な手間と財源が必要とされる.わが国における独自の

データベース機築には‘余暇・スポーツ研究者だけでな

く、関連学会を挙げての協力体制が望まれる.
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図 1 鹿屋体育大学体力・スポ-")科学に関4る文献情組織索システム (KISS)の開発情想

(KISS' Kanoya Informalion System on Sport Sciences) 
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